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（様式３） 

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構の中期目標 新旧対照表 

 

（主務府省：文部科学省） 

変 更 後 変 更 前 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成11年法律第 103号）第 29条の規定により、独立行政
法人大学改革支援・学位授与機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期
目標」という。）を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 政策体系における法人の位置付け及び役割 
 
 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、平成 28
年４月に大学評価・学位授与機構と国立大学財務・経営センターが統合し設立され
た。その起源は、大学以外で学位を授与する我が国唯一の機関として平成３年に創
設された学位授与機構である。その後、国立大学等への施設費貸付・交付、認証評
価、国立大学教育研究評価、国公私立大学の教育情報の公開、これらの業務に関連
する調査研究なども含め、高等教育に係る社会的要請の高い課題に果敢に取り組み、
文部科学省の政策目標達成に欠くことのできない法人として高等教育の発展の一翼
を担い続けている。 
 現在、我が国では「Society 5.0」の実現に向け戦略的取組が始まりつつあり、大
学に対しては産業・社会構造の変化に対応する高度な教養と専門性を備えた人材育
成やイノベーション創出の牽引が求められている。このため各大学においては、そ
の役割や特色・強みをより一層明確にし、教育研究の質を向上させる改革が急務と
なっている。また、少子化が進展する中で、各大学が質の高い教育研究活動を行っ
ていくためには、各大学がマネジメント機能や経営力などの運営基盤を強化すると
ともに、複数の大学等の人的・物的リソースを効果的に共有できるよう、大学等の
連携を円滑に進める仕組みの構築が必要とされている。一方、世界に目を向けると、
グローバル化の進展等によって学生の国境を越えた流動性が高まる中、学習履歴・
学位等の国際通用性を確保することが大きな課題となっている。また、2018年のWHO
の統計によると、我が国の健康寿命は74.8歳であり、世界トップクラスの長寿社会
を迎えている。この長い人生の間、国民がいつでも活躍できる社会を実現するため

（序文）  
独立行政法人通則法（平成11年法律第 103号）第 29条の規定により、独立行政

法人大学改革支援・学位授与機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期
目標」という。）を次のとおり定める。 

 

Ⅰ 政策体系における法人の位置付け及び役割 
 
 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構（以下「機構」という。）は、平成 28
年４月に大学評価・学位授与機構と国立大学財務・経営センターが統合し設立され
た。その起源は、大学以外で学位を授与する我が国唯一の機関として平成３年に創
設された学位授与機構である。その後、国立大学等への施設費貸付・交付、認証評
価、国立大学教育研究評価、国公私立大学の教育情報の公開、これらの業務に関連
する調査研究なども含め、高等教育に係る社会的要請の高い課題に果敢に取り組み、
文部科学省の政策目標達成に欠くことのできない法人として高等教育の発展の一翼
を担い続けている。 
 現在、我が国では「Society 5.0」の実現に向け戦略的取組が始まりつつあり、大
学に対しては産業・社会構造の変化に対応する高度な教養と専門性を備えた人材育
成やイノベーション創出の牽引が求められている。このため各大学においては、そ
の役割や特色・強みをより一層明確にし、教育研究の質を向上させる改革が急務と
なっている。また、少子化が進展する中で、各大学が質の高い教育研究活動を行っ
ていくためには、各大学がマネジメント機能や経営力などの運営基盤を強化すると
ともに、複数の大学等の人的・物的リソースを効果的に共有できるよう、大学等の
連携を円滑に進める仕組みの構築が必要とされている。一方、世界に目を向けると、
グローバル化の進展等によって学生の国境を越えた流動性が高まる中、学習履歴・
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変 更 後 変 更 前 

に、生涯のあらゆる段階で学び直せる環境の整備や多様な年齢層のニーズに応える
学習プログラムが必要となっている。 
機構は、学位授与事業、大学等評価、施設費の貸付・交付事業を行うことにより

高等教育の発展に貢献してきており、これらの業務を通じて大学等に関する様々な
情報が蓄積されるとともに、内外における高等教育に関する他機関とのネットワー
クが構築されている。機構には、これらの特色を活かし、国際的な質保証活動への
積極的参画、国内外の高等教育制度や資格に関する情報等の収集・提供機能、リカ
レント教育の拡充の支援が期待されている。加えて、大学評価・学位授与機構と国
立大学財務・経営センターが統合したことによる相乗的な効果をより発揮する観点
から、今後は、それぞれの機関が蓄積していた教育研究情報及び財務情報を活用し、
新たに大学運営基盤の強化促進も行うことにより、大学改革を強力に支援していく
ことが望まれている。 
また、令和４年（2022年）12月２日、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機

構法の一部を改正する法律」が成立（令和５年（2023年）●月●日施行）し、機構
の目的として、「独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法第 16条の２に規定す
る助成業務の実施に関する基本的な指針（令和５年●月●日文部科学大臣決定。以
下「基本指針」という。）」に基づき、学部等の設置その他組織の変更に関する助成
金の交付を行うことにより、中長期的な人材の育成の観点から特に支援が必要と認
められる分野における教育研究活動の展開を促進し、もって我が国社会の発展に寄
与することが求められている。 
 
 以上を踏まえ、機構は我が国の高等教育の発展に資するとともに、我が国社会の
発展に寄与するという業務の公共的重要性に鑑み、業務の公正かつ能率的、効果的
な運営を基本方針として、幅広く大学関係者及び有識者等の参画を得て、以下に示
す業務運営を行う。 
 

（別添）政策体系図 

 

Ⅱ 中期目標期間 

 機構は、我が国の高等教育の発展に資することを目的として業務を実施している
ことから、中期目標の期間は、平成 31 年（2019 年）４月１日から令和６年（2024
年）３月31日までの５年間とする。 

に、生涯のあらゆる段階で学び直せる環境の整備や多様な年齢層のニーズに応える
学習プログラムが必要となっている。 
機構は、学位授与事業、大学等評価、施設費の貸付・交付事業を行うことにより

高等教育の発展に貢献してきており、これらの業務を通じて大学等に関する様々な
情報が蓄積されるとともに、内外における高等教育に関する他機関とのネットワー
クが構築されている。機構には、これらの特色を活かし、国際的な質保証活動への
積極的参画、国内外の高等教育制度や資格に関する情報等の収集・提供機能、リカ
レント教育の拡充の支援が期待されている。加えて、大学評価・学位授与機構と国
立大学財務・経営センターが統合したことによる相乗的な効果をより発揮する観点
から、今後は、それぞれの機関が蓄積していた教育研究情報及び財務情報を活用し、
新たに大学運営基盤の強化促進も行うことにより、大学改革を強力に支援していく
ことが望まれている。 
（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 以上を踏まえ、機構は我が国の高等教育の発展に資するという業務の公共的重要
性に鑑み、業務の公正かつ能率的、効果的な運営を基本方針として、幅広く大学関
係者及び有識者等の参画を得て、以下に示す業務運営を行う。 
 
 

（別添）政策体系図 

 

Ⅱ 中期目標期間 

 機構は、我が国の高等教育の発展に資することを目的として業務を実施している
ことから、中期目標の期間は、平成31年（2019年）４月１日から平成36年（2024
年）３月31日までの５年間とする。 
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変 更 後 変 更 前 

 
 
Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
１～５ 省略 

 
６ 大学・高専成長分野転換支援 

   独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法（平成 15 年法律第 114 号）第
16条の４第１項に基づき、国から交付される補助金により基金を設け、基本指
針に即して助成業務の実施に関する方針（以下「実施方針」という。）を定め、
基本指針及び実施方針に基づき、大学等に対して、中長期的な人材の育成の観
点から特に支援が必要と認められる分野の学部等の設置その他組織の変更に関
する助成金の交付等を行う。 

 
【評価指標】 
６ 助成金の交付の実施状況（公募・審査状況、実施件数等を参考に判断） 

 
【目標水準の考え方】 

６ 基本指針に基づき、助成金の交付を適切に行ったか、公募の実施状況、申
請件数、交付件数、交付の審査状況等を参考に判断する。 

 
 
Ⅳ～Ⅵ 省略 
 

 
Ⅲ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
 
１～５ 省略 

 
（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ～Ⅵ 省略 
 

 

 



独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に係る政策体系図

◼ 大学等の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとともに、国立大学法人等の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交
付を行うことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて、学校教育法第104条第４項の規定による学位の授与を行うことにより、高等教育の段階における多様な学
習の成果が適切に評価される社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資すること。（機構法第３条第１項）

◼ 文部科学大臣が定める基本指針に基づいて学部等の設置その他組織の変更に関する助成金の交付を行うことにより、中長期的な人材の育成の観点から特に支援が必要と認
められる分野における教育研究活動の展開を促進し、もって我が国社会の発展に寄与すること。（機構法第３条第２項）

■文部科学省の政策目標
政策目標４ 個性が輝く高等教育の振興
施策目標４－１ 大学などにおける教育研究の質の向上 、 施策目標４－２ 大学などにおける教育研究基盤の整備

■教育振興基本計画（平成３０年６月１５日 閣議決定）
目標（４）問題発見・解決能力の修得 、 目標（８）大学院教育の改革等を通じたイノベーションをけん引する人材の育成、
目標（１０）人生100年時代を見据えた生涯学習の推進 、 目標（１８）安全・安心で質の高い教育研究環境の整備 等

■２０４０年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）（平成３０年１１月２６日 中央教育審議会大学分科会将来構想部会）
・人生100 年時代を見据え、様々な年齢や経験を持つ学生が相互に刺激を与えながら切磋琢磨するキャンパスを実現するためには高等教育機関には多様な年齢層の多様な
ニーズを持った学生に教育できる体制が必要となり、リカレント教育の重要性が増していくこととなる。
・ユネスコの枠組みの下で採択した「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（以下「東京規約」という。）」の発効を受け、
国内情報センター（National Information Centre: NIC）の設立準備を進める。
・我が国の高等教育の質が保証されていることが国内外で認知されることが重要 等

■国立大学経営力戦略（平成２７年６月１６日 文部科学省）
・国立大学が、その役割を果たしつつ、今後更なる改革を進めていく上では、各国立大学が、学長のリーダーシップの下、責任ある経営体制を構築し、法人化のメリットを最大限
に生かしていくことが求められる

■人づくり革命 基本構想（平成３０年６月 人生100年時代構想会議）
・大学は、知の基盤であり、イノベーションを創出し、国の競争力を高める原動力である。人づくり革命を牽引する重要な主体の一つとして、時代に合ったかたちに大学改革を
進めなければならない

■物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（令和４年１０月２８日 閣議決定）
・学校教育段階から社会で活躍し評価される人材を育成していくため、成長分野への大学・高専の学部再編等促進（略）を進めていく。

２．機構の目的

３．機構の事業

１．国の政策目標・方針等

評価事業
国際通用性の高い評価の実施

（認証評価、国立大学教育研究評価等）

学位授与事業
多様な学習成果に基づく
学位取得の機会の提供

施設費貸付・交付事業
国立大学等の

施設費等の貸付・交付

各事業の実施を通じ、我が国の高等教育の質の向上を支援し、我が国高等教育の発展に寄与

質保証連携
情報の収集・整理・提供、大学等及び国内外の質保証機関等との連携

助成事業
大学等の組織変更に
関する助成金の交付

調査研究
質保証に係る調査研究の推進

我が国社会の発展に寄与


